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№312 2022/4/6 

１ 主に食品を介して伝播する病原体による感染症の罹患率が新型コロナウイルス感染症 

（COVID-19）パンデミック中に減少（米国） 

国立医食品薬品衛生研究所は、3月30日公表の食品安全情報（微生物）で、米国におけ

る食品由来疾患アクティブサーベイランスネットワーク(FoodNet)によると、2020年の感

染患者数は、国外旅行に関連する患者数も含めて2017～2020年の年間平均患者数より２

６％減少したことを紹介している。そのポイントは以下のとおり。 

www.nihs.go.jp/dsi/food-info/foodinfonews/2022/foodinfo202207m.pdf 

米国における主に食品を介して伝播する感染症の罹患率は、2020年まで長年にわたっ

て低下が見られなかった。食品由来疾患アクティブサーベイランスネットワーク

（FoodNet）による2020年の暫定データおよび2017～2019 年のデータとの比較をまとめ

たものである。2020年、腸管病原体による感染患者数は 2017～2019 年より 26%減少し、

特に国外旅行関連の患者の減少が顕著であった。 

2020年3月13日に宣言されたCOVID-19 パンデミックへの対応としての国家非常事態の

宣言により、外出自粛／禁止命令、飲食店の営業停止、学校・保育施設の閉鎖およびその

他の公衆衛生対策が実施された。また、連邦政府により渡航規制が宣言された。このよう

な様々な介入や、高頻度の手洗い励行などの日常生活や衛生慣行が変わったことにより、

食品由来病原体への曝露状況に変化が生じたと考えられる。さらに、医療提供の形態、医

療機関の受診行動、検査機関の業務などが変化したことにより、腸管病原体の検出件数が

減少したと考えられる。 

FoodNetで監視されている８種類の病原体について、2020年の人口10万人当たりの罹患

率と2017～2019年の罹患率との比率を罹患率の高い順に記載すると、カンピロバクター

（14.4%、-23%）、サルモネラ（13.3%、-22%）、滋賀毒素産生性大腸菌STEC（3.6%、-37%）、

赤痢菌（3.1%、-41%）、エルシニア（0.9%、-10%）、ビブリオ（0.7%、-25%）、サイクロス

ポラ（0.6%、-17%）、リステリア（0.2%、-27%）となっている。 

（注）食品由来疾患アクティブサーベイランスネットワーク（FoodNet） 

米国疾病予防管理センター（US CDC）の新興感染症プログラム（Emerging Infections 

Program）による FoodNet は、主に食品を介して伝播する 8 種類の病原体の検査機関確

定感染症例数を米国内10カ所のサイトにおいて監視している。FoodNet は、CDC、10 州

の保健局、米国農務省食品安全検査局（USDA FSIS）および米国食品医薬品局（US FDA）

の協力事業である。 
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２ 「食品安全総合情報システム」公表 

3月23日、食品安全委員会が公表した標記システムに次の記事が掲載されている。 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?year=&from=struct&fr

om_year=2022&from_month=2&from_day=26&to=struct&to_year=2022&to_month=3&to_

day=11&max=100 

（１） 国際原子力機関(IAEA)は 3 月 9 日、放射線加工及び食品照射分野における仏・Aer

とのさらなる協働に関して報道した。概要は以下のとおり。 

IAEA とフランスの技術リソースセンター・Aerial は、温度を変化させず、物質を残留

させずに病原細菌を死滅させ、食品媒介疾患リスクを低減するために 60 カ国以上で使

用されている技術である、食品照射に関する取り組みへの協働を強化する合意を交わ

した。 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05790670301 

（２）欧州食品安全機関(EFSA)は 3 月 8 日、食品の高圧処理(HPP: High-Pressure 

Processing)の有効性及び安全性に関する科学的意見書(195 ページ、2022 年 1 月 26 日

採択)を公表した。概要は以下のとおり。 

高圧処理(HPP)は、微生物の不活性化のために用いられる非熱的処理であり、食品は

400～600 MPa の静水圧(P)、一般に 1.5～6 分間の保持時間(t)で処理される。高圧処理

を食品に適用する場合、その有効性(微生物の栄養細胞の log10 減少)に影響を与える主

な要素には、内因的要素(水分活性及び pH 等)、外因的要素(上述「P」及び「t」)並び

に微生物関連要素(種類、分類単位、菌株及び生理的状態)がある。 

食品の高圧処理は、常用されている他の処理(例えば低温殺菌)と比較して、追加の

微生物的あるいは化学的な食品安全上の懸念をもたらさないと結論づけられた。 

産業界で適用されている現在の高圧処理条件による牛乳/初乳中の病原体の減少は、

加熱殺菌に関する法的要件により達成される水準を下回るものとなっている。しかし

ながら、国際基準機関が提案する達成基準(PC: Performance Criteria)に基づいた関

連ハザードの特定の log10 減少(5～8 log10 減少)を達成するための高圧処理の最小要

件(P/t の組み合わせ)を特定することは可能である。産業的に使用される最も厳しい高

圧処理条件(600MPa、6 分間)では、黄色ブドウ球菌(Staphylococcus aureus)を除き上

述の PC を満たすことができる。 

牛乳の十分な加熱殺菌を確認するために広く使用される、乳の内在酵素であるアル

カリホスファターゼ(ALP)は、比較的耐圧性が高く、その使用は、過剰処理

(overprocessing)の指標として使用に限定される。現在のデータは、産業界が適用す

る現在の高圧処理条件下で、高圧処理の有効性の検証のための適切な指標の提案を裏

付けるほど強固なものではない。 

高圧処理を非加熱喫食用(RTE)加熱調理済み食肉製品に適用する場合における、リス

テリア・モノサイトゲネスのレベルの特定の log10 減少を実現する高圧処理の最小要件

は特定可能であるが、これは他の種類の RTE 食品には当てはまらない。これらの特定さ

れた最小要件は、対象とする RTE 食品中の他の関連病原体(サルモネラ属菌及び大腸菌)

を同等又はそれ以上の割合で不活性化すると考えられる。 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05790470149 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?year=&from=struct&from_year=2022&from_month=2&from_day=26&to=struct&to_year=2022&to_month=3&to_day=11&max=100
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?year=&from=struct&from_year=2022&from_month=2&from_day=26&to=struct&to_year=2022&to_month=3&to_day=11&max=100
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?year=&from=struct&from_year=2022&from_month=2&from_day=26&to=struct&to_year=2022&to_month=3&to_day=11&max=100
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05790670301
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05790470149
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（３）米国食品医薬品庁(FDA)は 3 月 7 日、安全性評価の結果、ゲノム編集された肉用牛

由来の製品の市販について低リスク決定(low-risk determination)を下したことを公

表した。概要は以下のとおり。 

スリック被毛の畜牛(Slick-Haired Cattle、滑らかな毛皮の畜牛)に関する決定は、

食用動物における意図的遺伝子改変(intentional genomic alteration、IGA)について

の FDA で初めての執行裁量権行使の決定である。 

FDA は、当該 IGA によりいかなる安全性の懸念も引き起こされないと判断した後、2

頭のゲノム編集肉用牛及びその子孫由来の食品を含む製品の市販について、低リスク

であるとの決定を下したと本日公表した。当該 IGA は、「スリック」被毛として知られ

る、従来の繁殖畜牛の一部に見られるものと同等の遺伝子型(遺伝子構成)及び短毛の

被毛形質をもたらしている。 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05790630105 

 

３ 令和3年度 新たな加工食品の原料原産地表示制度等に係る表示実態調査結果 

3月28日、消費者丁は標記調査結果を公表した。これは、令和3年度 特別用途食品(特定

保健食品を除く。)に係る栄養成分、特定保健用食品に係る関与成分及び機能性表示食品

に係る機能性関与成分に関する検証事業(買上調査)の結果でその主な内容は次のとおり。 

市場に流通している 特別用途食品２ 品目、 特定保健用食品 17 品目及び機能性表示

食品81品目を調査対象として買い上げ、許可等申請又は届出の際に提出された 資料（以

下「申請等資料」といいます。）に記載された分析方法にのっとって分析試験を実施した。 

・関与成分等の調査結果： 

①関与成分等が申請等資料の記載どおりに含有されていた品目    99品目（88社） 

②関与成分等が申請等資料の記載どおりに含有されていなかった品目  機能性表示食品

１品目（１社） 

 

４ 令和４年度輸入食品監視指導計画の策定について 

3月28日、厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官名をもって各検疫所長あて標

記通知を出した。これは、食品衛生法第23条第１項の規定により、「食品衛生に関する

監視指導の実施に関する指針」（平成15年厚生労働省告示第301号）に基づき、令和４年

度における食品、添加物、器具、容器包装及びおもちゃの輸入について国が行う監視指導

の実施に関する計画を別添１のとおり定め、同条第３項の規定により官庁報告として公表

したものである。 

・計画の主な内容 

(１) 輸出国段階での措置 

 ○ 輸出国政府との二国間協議、技術協力、計画的な現地調査等の実施 

(２) 輸入時段階での措置 

 ○ 輸入者への輸入前指導を含む安全性確保に関する指導の実施 

 ○ 輸入届出の審査による食品衛生法への適合性の確認 

 ○ 輸入届出内容と実際の貨物が同一であることの確認等 

 ○ 多種多様な食品等の安全性を幅広く監視するためのモニタリング検査の実施 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05790630105
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  （検査件数約 100,000 件） 

 ○ 食品衛生法違反の可能性が高いと見込まれる食品等の輸入者に対する検査の命令 

 ○ 食品衛生法違反判明時の輸入者への改善結果報告の指導 

 ○ 海外からの問題発生情報等に基づく緊急対応の実施 

(３) 国内流通段階での措置 

 ○ 食品衛生法違反判明時の回収等の指示 

(４) その他 

 ○ リスクコミュニケーションの実施 

https://www.mhlw.go.jp/content/000759460.pdf 

別添１ 

https://www.mhlw.go.jp/content/000759467.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/content/000759460.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000759467.pdf

